
参考様式第30及び参考様式第33の別添3

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号 �★　D23　－1－　7　l 

要綱上の 事業名称 �復興地域づくり加速化事業 

細要素事業名 �簡易仮設宿泊施設整備事業（田老地区） 

全体事業費 �148，782千円 

1事業の目的 

住宅の自力再建を行う者から住宅の建設を請負った工務店等に対し、遠隔地からの工事従事者のための仮設宿 
泊施設としてプレハブ仮設を建設（リース）、貸与することにより、早期の住宅再建を支援するとともに、被災 
地における住宅建設費の高騰の抑制に寄与することを目的とする。 

2　事業の内容 

【平成27年度 �事業内容】 
当事業は、遠隔地からの工事従事者のための簡易仮設宿泊施設を整備するため、民間事業者から物件を賃貸借 

するものである。なお、目的を達成するため、施設は無償で貸与する。 

●仮設宿泊施設として整備予定戸数　24戸（3年間） 

3　事業のスケジュール 

平成27年7月　　　予算化 

平成27年8月　　　入札により業者決定 

平成27年8～9月　整備期間 

平成27年10月　　運用開始 

4　基幹事業との関連性 

田老地区では、被害棟数1，076棟、うち浸水区域内の建物の約83．8％が流出または撤去となる被害を受けた。 
現在、田老地区では土地区画整理事業を実施している区域を除き、浸水区域を非居住地区域として危険区域に指 
定し、防災集団移転促進事業による高台移転を計画している。土地区画整理事業180区画は平成26年度から換地 
指定が始まっており、平成27年度で完了する見込みであることや、防災集団移転促進事業161区画の土地引渡を 
平成27年9月に予定しているため、住宅再建工事が集中し、工事従事者が不足する田老地区において、遠隔地か 
ら工事従事者を確保する際に必要な宿泊施設を確保することにより、これらの事業の推進に寄与するものであ 
る。 

5　事業費の内訳 

賃借料148，782千円（平成27年10月～平成30年9月：3年間） 

H27（6ケ月）リース料2．286．144円　＋　リース料（設置分）118．000．800円　＝　120．286．944円 

（今回申請額） 

H28（1年）リース料4，572，288円 

H29（1年）リース料4，572，288円 

H30（6ケ月）リース料2，286，144円　＋　リース料（解体分）17，064．000円　＝　19，350，144円 

6　その他 

当事業は、復興庁による住宅再建・復興まちづくりの加速化措置（第五弾）に基づく事業である。 

【住宅再建・復興まちづくりの加速化措置（第五弾）：平成26年5月27日復興庁発表】 

●民間住宅の早期自立再建支援パッケージ 

○再建工事集中時における建設事業者の円滑な人材・資材確保への支援 

（Ⅰ一　日）－（∋） 

※　この様式は、原則として、参考様式第1の別添2に記載した細要素事業名ごとに作成し、概要を示す図面を添
付してください。



参考様式第30及び参考様式第33の別添3

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号 �★D15－1－131 

要綱上の 事業名称 �市街地復興関連小規模施設整備事業（事業費） 

細要素事業名 �中心市街地交差点改良事業 

全体位事業費 �29，000千円 

本市の玄関口であるJR宮古駅南側約1．6haにおいて、防災センター、保健センター、市役 
所などの地域防災拠点施設に加え、市民交流センターなどの防災・地域活力創出拠点施設等 
にアクセスする交差点改良事業により整備する。 

平成27年度分 
中心市街地交差点改良　29，000千円 

交差点部進入路協議経過については別紙のとおりです。 

全体事業期間を通じてのすべての事業費を記載してください。

この様式は、原則として、参考様式第30及び参考様式第33の別添2に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※　細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。



参考様式第30及び参考様式第33の別添3

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号 �★D15－2－21 

要綱上の 事業名称 �（26）災害用給水機能整備事業 

細要素事業名 �津軽石地区緊急貯水槽整備事業 

全体事業費 �94，000千円 

【事業概要】 
本事業は、基幹事業で実施している津軽石地区津波復興拠点事業の面的整備にあわせ、災 

害時を想定した津波防災拠点施設（耐震性緊急貯水槽）の整備を図ろうとするものである。 

【基幹事業との �関連性】 
津軽石地区の安全な内陸部（約1．2ha）に市出張所、公民館、保育所、消防分団屯所を整備 

することに加え、災害時を考慮した耐震性緊急貯水槽と、耐震性緊急貯水槽を上水道の既設 
管に接続するための管渠を整備することにより、津波防災拠点施設としての機能を高めよう 
とするものである。 平成27年度事業費 

緊急貯水槽整備 
（∋貯水タンク整備費　　　　　　50，000千円 
（勃間接工事曹　　　　　　　　　　44、000千円 

計94，000千円 

全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。
※　細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。



参考様式第30及び参考様式第33の別添3

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号 �★D23－1T8l 

要綱上の 事業名称 �（38）復興イベント開催事業 

細要素事業名 �情報発信のためのフォーラム開催事業 

全体事業費 �7，460千円 

1　事業の目的 

宮古市の復興事業は、市、市民、企業が一体となった協働による取り組みを原動力とし 
国、県、全国の自治体からの支援を受けて着実に進めてきた。 
一方で、東日本大震災から4年が経過し、被災地以外の地域では震災の記憶が風化しっ 

つある。そこで、本市における復興状況等を、市内外に積極的に情報発信することにより 

永続的な「つながり」を構築し、多様な主体が事業に継続的に参画していくことで復興を 
加速化させる。 

2　事業の内容 

市内及び市外において、復興フォーラムを開催し、市街地整備事業等を導入している地 
域の被災からの復興状況や取り組みについての情報発信を行う。 

復興フォーラムは下記の項目を柱に実施予定である。 

①　復興に向けた取組に精通している方による講演 
（震災復興関連の研究発表を行っている大学教授等） 

②　市内外関係者によるパネルディスカッション 
（被災者、商工関係者、支援団体の代表、自治体職員等） 

（診　被災状況、復興状況の比較パネル展示など 

3　事業スケジュール 

6月　　委託業者の選定・決定 

9月　　第一回フォーラム開催（東京都予定） 

11月　第二回フォーラム開催（宮古市田老地区予定） 

4　費用の内訳 
フォーラム開催業務委託費用（講演経費、パネル展示経費、会場借上料、会場設営 

撤去経費、広報経費） 

第一回フォーラム（東京都）　　　　　　　　　1，122，120円 

第二回フォーラム開催（宮古市田老地区）　　　6，337，440円 

合計　　　　7，459，560円 

5　基幹事業との関連性 

宮古市では、区画整理事業及び防災集団移転促進事業を導入しているが、とりわけ壊滅 

的な被害を受けた田老地区においては、今年度に防災集団移転促進事業による宅地の引き 

渡しが始まり、新たなコミュニティが誕生する。今後も復興事業を進めていくためには、 

集団移転後のコミュニティへの配慮や、復興事業に対する住民や国民全体の理解促進が重 
要となってくる。フォーラムを通じて、復興情報を発信することで本市の取組への理解を 

促し、防災集団移転の円滑な進捗を図る。 
全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。

※　細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。


